
2020年2月6日審査会にて承認
Ⅰ.審査委員会　：　毎年　6月、10月、2月頃（年3回）開催

Ⅱ.申請方法

申請先 対象者 提出物 審査料振込先

地区医師会会員又は入会希望者

地区医師会未入会で入会の意思が無い方

Ⅲ.各種申請・提出書類等

申請 提出書類等 審査料 対象者

3.更新申請

1.様式4　母体保護法指定医師指定更新申請書

2.様式7　誓約書

3.日本産婦人科医会研修シール　6枚

4.母体保護法指定医師研修会「受講証」原本　1枚
※受講証未着は様式7-2、未受講は様式7-3を提出

10,000円
※偶数年8月頃に更新対象者へ
通知文と申請書類を送付

1.新規申請

1.様式1　母体保護法指定医師指定申請書

2.様式2　履歴書

3.日産婦学会「専門医認定証」の写し　又は
様式3　指導証明書（専門医で無い場合のみ）

4.様式13　研修症例実施報告書 　又は
　　　　　　　過去の指定証の写し（コピー）
※県の内外を問わず指定医取得歴があり、その指
定書の写しの提出をもって様式13は省略することが
できる

5.施設の平面見取り図
（指定医が在籍しており施設調査済の場合は不要）
※新規開設及び指定医が在籍していない施設で指
定をうける場合は施設調査を実施する

6.医師免許証の写し

7.母体保護法指定医師研修会「受講証」原本　1枚
※受講証未着は様式7-2、未受講は様式7-3を提出
※【未受講で取得の場合】指定期間は1年間。研修
会の受講により指定期間が更新まで延長。（注意
点）時期によっては、更新までに再度研修会の受講
が必要。

8.様式8　承諾書/誓約書
※無床診療所の場合は提出する

35,000円

・初めて取得される方

・県外の指定医が本県で人工妊
娠中絶手術等の業務を開始す
る時

・県内の指定医が指定失効後に
再指定をうける時

・施設の新築（移転、建替え等）
をした時

  

2.異動申請

1.様式5　異動申請書

2.千葉県医師会発行「母体保護法指定医師指定書」
の写し（有効期限内のもの）

10,000円

・県内の指定医が、県内で既に
指定されている施設（施設調査
済）へ移動する場合

※施設異動後1年以内にすみや
かに届出を行うこと（1年を経過
した場合は審査会で審議とな
る）

母体保護法指定医師指定申請について（千葉県医師会）　案

1.所属地区
  医師会 1.申請書類

一式

2.審査料

※各地区医師会にご確認下さい※入会と同時に申請予定の方は「指定医申請希望」と
　お伝えいただき申請書提出期限等をあらかじめご確認
　下さい

2.千葉県
   医師会

千葉銀行　本店営業部
普通預金　1103702
公益社団法人　千葉県医師会

※千葉県医師会にて役員との「事前面談」が必要と
　なります

【例外】

★施設の「新築/改築/増

築」をした場合は裏面の

「施設の変更について」を

参照
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住所変更の有無 チェックポイント 申請 提出書類等 審査料 施設調査 備考

①様式1　母体保護法指定医師指定申請書
②様式2　履歴書
③日産婦学会専門医認定証の写し ・当該施設の指定医
④施設の平面見取り図 　が複数在籍する
⑤医師免許の写し 　場合は、指定医
⑥研修会受講証 　全員分の書類と
⑦指定書（有効期限内のもの） 　審査料を提出する

（無床診療所の場合は追加で提出が必要）
⑧様式8　承諾書/誓約書

①様式6　施設改築・施設増築申請書
②施設の平面見取り図
③指定書（有効期限内のもの）

①様式6　施設改築・増築申請書
②施設の平面見取り図

③指定書（有効期限内のもの）

  住所変更の有無にかかわらず   
施設名・手術室等の変更に
かかわらず ○

「新築」と同じ扱いとなる

※新築の提出書類を参照
35,000円 ○

・当該施設の指定医
　が複数在籍する
　場合は、指定医
　全員分の書類と
　審査料を提出する

  住所変更の有無にかかわらず   変更内容により異なる ○
「改築」「増築」を参照

※変更内容により「新築」扱いとなる場合も
ある

15,000円 ○

・施設管理者1名分
　の書類と審査料
　を提出する
（指定医が複数在籍し
ても同じ）

住所変更なし

手術をうける患者に関係す
る
エリアの変更がない場合の
み
→変更ありの場合は「新築」
「改築」「増築」を参照

適宜
提出

様式8　承諾書/誓約書 0円 ×

・指定期間途中に変
更した場合は提出す
ること
※特に審査は行わな
い

★新築 ：建造物がない土地に新たに建てること
★改築 ：床面積を変えずに、間取り変更をともなう工事を行うこと
★増築 ：床面積を増やす、又は同じ敷地内に別棟を建てる工事を行うこと

◇増床して有床診療所
　から病院へ変更した
　時

◇増床して無床診療所
　から有床へ変更した
　時

◇減床して無床診療所
　へ変更した時

施設
種類
の

変更

○
増
築

◇施設を「増築」した時 住所変更なし

・施設管理者1名分
　の書類と審査料
　を提出する
（指定医が複数在籍し
ても同じ）

上記以外
（スタッフ控室など）

× 0円 ×

手術をうける患者に関係す
るエリアの変更をした場合
（玄関、廊下、待合室、手術
室、回復室など）

○ 15,000円

15,000円 ○

・施設管理者1名分
　の書類と審査料
　を提出する
（指定医が複数在籍し
ても同じ）

上記以外
（スタッフ控室など）

× 0円 ×

改
築

◇施設を「改築」した時 住所変更なし

手術をうける患者に関係す
るエリアの変更をした場合
（玄関、廊下、待合室、手術
室、回復室など）

○

【裏面】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　母体保護法指定医師　施設の変更について（内規案）

対象者

新
築

住所変更の有無にかかわらず ○
35,000円

○

◇施設を「新築」した時

◇施設を「移転」した時

◇施設を「建替」した時

施設の名称変更の有無に
かかわらず


